
（公の施設名）

指定管理者指定申請関係書類

団 体 名



申請書類

＊正本１部、副本１部（副本は複写可）を提出すること。

＊該当する項目にレ点（チェック欄）を記入すること。

番号 申 請 書 類 名 様式番号
チェ

ック
備 考

1 公の施設に係る指定管理者指定申請書 様式第1号

2 公の施設に係る指定管理者指定申請申立書 様式第2号

3 事業計画書 様式第3号

4 施設管理及び事業運営経費の収支計画書 様式第4号

5 指定管理料算出シート（人件費算出資料） 様式第4-1号

6 法人（団体）の概要書 様式第5号

7 申請資格がある旨の誓約書（法人等） 様式第6号

8 共同事業体協定書兼委任状 様式第7号

9 共同事業体連絡先一覧 様式第8号

10 募集説明会参加申込書 様式第9号

11 質問書 様式第10号

12 辞退届 様式第11号

13 確約書 様式第12号

14 登記簿謄本（法人以外の団体の場合は、代表者の身分証明書） －

15 定款等 －

16 役員名簿 －

17
団体概要に関する書類（団体の事業計画書及び事業報告書

等）
－

18 納税証明書 －

19 貸借対照表及び損益計算書等 －

20 現在の組織、人員体制を示す書類（人員表等） －

21 情報公開規程及び個人情報保護規定等 －

22 マニュアル関係（作成している場合のみ） －



様式第1号(第4条関係)

公の施設に係る指定管理者指定申請書

令和 年 月 日

与謝野町長 様

法人・団体名

法人・団体住所

代 表 者 名 ㊞

（公の施設名）に係る指定管理者の募集について、下記のとおり申請します。

記

１ 施設の名称及び所在地

２ 申請書類

(1) 公の施設に係る指定管理者指定申請申立書(様式第2号)

(2) 管理を行う公の施設の事業計画書

(3) 施設管理及び事業運営経費の収支計画書

(4) 法人（団体）の概要書

(5) 申請資格がある旨の誓約書（法人等）

(6) 法人登記事項証明書(※募集要綱の配布開始日以降に交付されたものに限る。)

※非法人の場合代表者の身分証明書

(7) 団体の定款、規約その他これらに相当する書類

(8) 団体の役員名簿

(9) 団体概要に関する書類（団体の事業計画書及び事業報告書等）

(10) 国税及び地方税の納税証明書(※募集要綱の配布開始日以降に交付されたものに限る。)

(11) 団体の経営状況を記載した書類

(12) 団体の組織、人員体制を示す書類

(13) 規程、マニュアルその他これらに類する書類

(14) その他町長が必要と認める書類

３ 担当者連絡先

施 設 の 名 称

施 設 の 所 在 地



様式第2号(第4条関係)

公の施設に係る指定管理者指定申請申立書

令和 年 月 日

与謝野町長 様

法人・団体名

法人・団体住所

代 表 者 名 ㊞

(公の施設名)の指定管理者の募集に係る申請書類について、下記のとおり申し立てます。

記

申請書類のうち、該当のないものについては以下のとおりです。

（該当のない申請書類の名称）

（該当のない理由）



様式第 3号

（公の施設名）事業計画書

団体名



(公の施設名)指定管理者制度に係る事業計画書

指定管理業務の事業計画

（１） 基本方針・管理運営計画

● 施設の設置目的を踏まえた総合的な管理運営方針

(公の施設名称)の設置目的を踏まえた総合的な管理運営の方針について記入してくだ
さい。

Ａ4表１ページ以内、書体サイズ 11.0 ポイントで記述してください。



● 管理運営意欲・抱負・理念等

(公の施設の名称)の管理に向けた参加意欲及び抱負・理念等を記入してください。

Ａ4表１ページ以内、書体サイズ 11.0 ポイントで記述してください。



（２） 実施体制

● 本部と現地の管理体制（責任体制）

業務を実施するための管理体制について記入してください。また、本部と現地との業務

実体制（業務、人員配置等）がある場合、組織図や一覧表等で記入してください。

Ａ4表１ページ以内、書体サイズ 11.0 ポイントで記述してください。



● 現地要員の配置計画

組織図や一覧表等で記入するとともに、勤務ローテーションを別表で示してください。

また、必用な人員の任用計画を記入してください。

Ａ4表１ページ以内、書体サイズ 11.0 ポイントで記述してください。



● 委託業務内容

施設管理運営業務の一部を委託する場合、具体的な委託業務内容について記入してく

ださい。

Ａ4表１ページ以内、書体サイズ 11.0 ポイントで記述してください。



● 人材の育成計画

施設の管理運営に携わる職員の研修計画等について記入してください。

Ａ4表１ページ以内、書体サイズ 11.0 ポイントで記述してください。



（３） 管理運営に関する事業計画

● 施設の運営に係る考え方及び運営計画

目的にあった効果的な運営の基本的な考え方や運営計画について記入してください。

（どのような計画で運営をするのか具体的に記入してください。）

Ａ4表１ページ以内、書体サイズ 11.0 ポイントで記述してください。



● 効果的な集客対策

効果的な集客対策について具体的に記入してくだい。

書体サイズ 11.0 ポイントで記述してください。

（１） 広報手段、広報活動

（２） ターゲットを踏まえた効果的な宣伝方法

（３） 施設利用者のデータの活用

（４） 施設の特性や立地条件などの活用方法



● 利用者に対するサービスの質の確保及び向上の方策

利用者に対するサービスの質の確保及び向上の方策について記入してください。

書体サイズ 11.0 ポイントで記述してください。

（１） 利用者ニーズの把握と運営面への反映方法

（２） 接客、苦情処理、利用指導など業務管理マニュアル等の適切なサービス提供の方策

（３） その他サービス向上の方策



● 地域や関係団体との連携

施設の管理運営に当たり、地域や関係団体との連携の考え方について記入してくださ

い。

Ａ4表１ページ以内、書体サイズ 11.0 ポイントで記述してください。



● 環境への配慮について

環境配慮に向けた考え方及び取組みについて具体的に記入してください。

Ａ4表１ページ以内、書体サイズ 11.0 ポイントで記述してください。



● 危機管理・安全対策について

通常時からの安全対策や施設内の事故発生時等における危機管理について具体的に記

入してください。

Ａ4表１ページ以内、書体サイズ 11.0 ポイントで記述してください。



（４） 施設の維持管理の考え方

● 施設の維持管理の考え方

書体サイズ 11.0 ポイントで記述してください。

（１） (公の施設の名称)の特性と課題を踏まえ、効率的な維持管理の考え方について記入
してください。

（２） 施設の的確な維持管理と管理水準向上のための方策について記入してください。

（３） 業務の一部を委託する場合、具体的な委託業務内容、指定管理者としての点検方法、

チェック方法、指導監督方法などについて記入してください。



（５） 指定事業・提案型指定事業・自主事業の取組み

● 指定事業・提案型指定事業・自主事業の取組みについて

実施計画及びその具体的内容（事業名、実施内容、対象者、時期、経費負担など）を

記入してください。

Ａ4表１ページ以内、書体サイズ 11.0 ポイントで記述してください。

指定事業

提案型指定事業

自主事業



（６） 個人情報の保護

● 個人情報の保護について

個人情報の管理体制について記入してください。

Ａ4表１ページ以内、書体サイズ 11.0 ポイントで記述してください。

＜付属資料＞ 個人情報に関する規定や管理体系図等



令和　　年　　月　　日～令和　　年　　月　　日

※ 新たな内容を入力される場合はセルを追加し、不要な場合はセルを削除してください。

様式第4号

施設名：
期　間：

（単位：円）
項目

（Ａ）

（ａ）

（ｂ）

（ｃ）

（ｄ）

（Ｂ）＝（ａ）+（ｂ）+（ｃ）+（ｄ）

（Ｃ）＝（Ａ）－（Ｂ）

（ｅ）

（ｆ）

（Ｄ）＝（ｅ）+（ｆ）

（Ｅ）＝（Ｃ）+（Ｄ）

施設管理及び事業運営経費の収支計画書

内 訳
内容 年度 年度 年度 年度 年度 計

利用料金収入 0

指定事業・提案型指定事業収
入

0

指定管理料 0

その他 0

事 業 収 入 計
0 0 0 0 0 0

人 件 費
年間人件
費

0

人 件 費 計
0 0 0 0 0 0

事 務 費 報酬 0

事 務 費 報償費 0

事 務 費 旅費 0

事 務 費 需用費 0

事 務 費 役務費 0

事 務 費 保険料 0
賠償責任保険

事 務 費 委託料 0

事 務 費
使用料及
び賃借料

0

事 務 費
負担金、
補助及び
交付金

0

事 務 費 公課費 0

事 務 費 計
0 0 0 0 0 0

管 理 費 需用費 0

管 理 費 役務費 0

管 理 費 委託料 0

管 理 費
使用料及
び賃借料

0

管 理 費 原材料費 0

管 理 費
備品購入
費

0

管 理 費 計
0 0 0 0 0 0

事 業 費
指定事業・
提案型指定
事業費

0

事業費計
0 0 0 0 0 0

支出の部合計
0 0 0 0 0 0

指定管理業務収支差引
0 0 0 0 0 0

収入
の部

業務外
収入

自主事業①収入 0

支出
の部

業務外
支出

自主事業①
経費 0

自主事業①収支差引
0 0 0 0 0 0

収入
の部

業務外
収入

自主事業②収入 0

支出
の部

業務外
支出

自主事業②
経費 0

自主事業②収支差引
0 0 0 0 0 0

事業外収支差引
0 0 0 0 0 0

収支
0 0 0 0 0 0

指
定
管
理
業
務

収
入
の
部

事業収入

支
出
の
部

指
定
管
理
業
務
以
外



様式第4号

施設管理及び事業運営経費の収支計画書

（単位 千円）

＊期間 令和○年４月１日～令和○年３月３１日

項 目 金 額 内 訳

指

定

管

理

業

務

収

入

の

部

利用料金収入

指定事業・提案型指定事業

収入

指定管理料

その他

収入合計（Ａ）

支

出

の

部

事務費

管理費

指定事業・提案型指定事業

費

支出合計（Ｂ）

指定管理業務収支差引

（Ｃ）＝（Ａ）―（Ｂ）

管

理

業

務

以

外

収

入
自主事業収入（Ｄ）

支

出
自主事業費（Ｅ）

事業外収支差引

（Ｆ）＝（Ｄ）―（Ｅ）

収支（Ｇ）＝（Ｃ）＋（Ｆ）



様式第4－1号

団 体 名 指定管理施設名

平均給与月額・・①
(基本給、諸手当含む)

左の算出根拠 社会保険料等・・② 左の算出根拠 Ａ＝①＋②

職員Ａ 0 0 0

職員Ｂ 0 0 0

職員Ｃ 0 0 0

職員D 0 0 0

職員E 0 0 0

職員F 0 0 0

職員G 0 0 0

職員H 0 0 0

職員I 0 0 0

職員J 0 0 0

0 0 0 0 0 0

【記入例】

平均給与月額・・①
（基本給、諸手当含
む）

左の算出根拠 社会保険料等・・② 左の算出根拠 Ａ＝①＋②

例Ａ 事務係員 正規
受付業務、経理業務、その
他庶務全般

275,000
京都府人事委員会による平成21年度
職種別民間給与実態調査の額を参考
に算出
（時間外手当除く）

38,835

労災保険料・・825円(0.3%)
雇用保険料・・2,612円(0.95%)
社会保険料・・35,398円
(健康保険　13,048円(9.32%×1/2))
(厚生年金　21,986円(15.704％×1/2))
(児童手当　　　364円(0.13％))

313,835 12 3,766,020 0 3,766,020

例Ｂ 用務員 臨時
施設の管理（2h）、施設内外
清掃（2h）、事務係員の補助
業務

58,000
＠725（町臨時職員単価）×4h
×20日 11,250

労災保険料・・174円(0.3%)
雇用保険料・・551円(0.95%)
社会保険料・・10,525円
(健康保険　2,703円(9.32%×1/2))
(厚生年金　7,695円(15.704％×1/2))
(児童手当　　　127円(0.13％))

69,250 12 831,000 0 831,000

333,000 50,085 383,085 4,597,020 0 4,597,020

○指定管理者人件費算出シート（指定管理料算出根拠）

（単位：円）

１か月当たりの人件費／人

合 計

※新規に指定管理する施設における１人当たりの人件費ついては、与謝野町が指定管理している同種・類似施設の指定管理料や他の自治体の同種施設の指定管理料などを参考とすることとし、参考となる施設がない場合には京
都府人事委員会が実施する職種別民間給与実態調査の事務係員、技術係員の「平均給与月額（時間外手当を除く）」を上限とする。

１か月当たりの人件費／人

合 計

職 種
正規
臨時

委託等
業務内容

期間
（月）

Ｂ＝Ａ×月数

左記のほか特別
に支払われる給
与がある場合そ
の金額・・③

左の算出根拠
年間人件費

Ｂ＋③

職種
正規
臨時

委託等
業務内容

期間
（月）

Ｂ＝Ａ×月数
左記のほか特別に支
払われる給与がある
場合その金額・・③

左の算出根拠
年間人件費

Ｂ＋③



様式第 5号

法人（団体）の概要書

※既存のものでも可。ただし、時系列で記載し、事業内容について具体的に記載されているもの。

※グループでの応募の場合は、構成団体全てについて提出してください。

団 体 名

所 在 地
〒

代 表 者 氏 名

ＴＥＬ ＦＡＸ

設 立 年 月 日 年 月

沿 革

業 務 内 容

主 な 実 績

財政状況（千円） 項 目 年度 年度 年度

（直近３年間に

ついて記入して

ください。）

※公益法人等は

これに準じて記

入してください。

総 収 益

総 費 用

当 期 損 益

累 積 損 益

応募に関する担当連絡先

氏 名 部署・職名

ＴＥＬ ＦＡＸ Mail



様式第6号

申請資格がある旨の誓約書（法人等）

（公の施設名）に係る指定管理者指定申請を行うに当たり、下記に記載した事項は事実に相

違ありません。

与謝野町長 様

令和 年 月 日

法人・団体名

法人・団体住所

代 表 者 名 ㊞

記

１ （公の施設名）指定管理者募集要項「申請資格・申請条件に関する事項」については、

いずれも満たしています。



様式第7号

共同事業体協定書兼委任状

令和 年 月 日

与謝野町長 様

共同事業体名

代表者所在地

商号等 ㊞

職氏名 ㊞

上記件名の募集に参加するため、募集要項に基づき、共同事業体を結成し、与謝野町との間

における下記事項に関する権限を代表に委任して申請します。

なお、当該件名の指定管理者に指定された場合は、各構成団体は指定管理者としての業務の

遂行及び業務の遂行に伴い当共同事業体が負担する債務の履行に関し、連帯して責任を負いま

す。

（備考） 共同事業体を結成して公募に参加する場合はこの様式を提出してください。また、共同事業体の構成

団体の数が３者を上回る場合は、この様式に準じて様式を作成してください。

件 名 （公の施設名）指定管理者の募集

共同事業体の
名称

共同事業体の
代表者
（受任者）

＜代表構成団体＞
所在地
商号等 ㊞
職・氏名 ㊞

共同事業体
事務所所在地

共同事業体の
構成団体
（委任者）

＜代表構成団体＞
所在地
商号等 ㊞
職・氏名 ㊞
＜代表構成団体＞
所在地
商号等 ㊞
職・氏名 ㊞

共同事業体の
成立、解散の時
期及び委任期
間

令和 年 月 日から当該指定管理者の指定終了後３か月を経過す
る日まで。ただし、当共同事業体が上記件名の指定管理者とならなかった場
合は直ちに解散します。また、当共同事業体の構成団体の脱退又は除名につ
いては、事前に与謝野町の承認がなければこれを行うことができないものと
します。

委 任 事 項

１ 指定管理者の指定の申請に関する件
２ 協定締結に関する件
３ 経費の請求受領に関する件
４ 契約に関する件

そ の 他
１ 本協定書に基づく権利義務は他人に譲渡することはできません。
２ この協定書に定めのない事項については、構成団体全員により協議する
こととします。



様式第8号

共同事業体連絡先一覧

構成団体 役割分担

代

表

者

団 体 名

所 在 地

代 表 者

連 絡 先 Tel FAX

団 体 名

所 在 地

代 表 者

連 絡 先 Tel FAX

団 体 名

所 在 地

代 表 者

連 絡 先 Tel FAX

団 体 名

所 在 地

代 表 者

連 絡 先 Tel FAX

団 体 名

所 在 地

代 表 者

連 絡 先 Tel FAX

団 体 名

所 在 地

代 表 者

連 絡 先 Tel FAX



様式第9号

募集説明会参加申込書

令和 年 月 日

団 体 名

所 在 地

担当者氏名
ふ り が な

所属・職名

電 話 番 号

Ｆ ａ ｘ

E - m a i l

次の施設の指定管理者の募集説明会への参加を下記のとおり申し込みます。

施設名

＊ この申込書は、募集説明会開催の前日、正午までに施設の所管課に届くように提出してください。

団 体 名

参加者氏名



様式第10号

施設名：

質 問 書

団体の名称

担当者名

連絡先（電話）

（ＦＡＸ）

（E－Mail）

質 問 項 目 質 問 内 容

（質問の対象となる

募集要項の該当頁を

記入してください）



様式第11号

辞 退 届

令和 年 月 日

法人・団体名

法人・団体住所

代 表 者 名 ㊞

次の施設の指定管理者指定の申請を辞退します。

施設名

～担当者連絡先～

氏 名
ふり がな

部署・職名

電 話 番 号 Ｆａｘ



様式第12号

確 約 書

令和 年 月 日

法人・団体名

法人・団体住所

代 表 者 名 ㊞

（公の施設名）の管理運営について、指定管理者として申請するに当たり、指定管理運営後

に○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○することを確約します。


